
２０１９年度事業計画 

１ 基本方針 

町田市の人口は、2019 年 1 月 1 日、前年同月比で 57 人減少となり市制施行後初の人口減少と

なりました。現在の人口推計では、2040 年には人口 40 万人を下回るという見込みがなされてい

ます。また、高齢化率も現在の 26％から 2035年には 30％を超えることが予測されています。人

口減少や高齢化を背景とした社会構造の大きな変化によって複雑で多様な課題が増大していきま

す。 

そのような中で、ＮＰＯや地縁組織など市民活動団体が多様な取り組みを実施していますが、人

材、資金、情報、ノウハウ、連携の不足などその力を十分に発揮できない現状もあります。一方、

まちだ○ごと大作戦 18－20や東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催を控え、新たな担

い手の活躍も期待されています。 

こうした社会状況を踏まえ、町田市地域活動サポートオフィスは、市内の市民活動団体のサポー

トや団体、市民、企業、公的機関などの連携・協働を促進し、地域における課題解決の取組みの充

実、拡大をめざします。 

 

2 町田市地域活動サポートオフィスのビジョンとミッション 

基本方針を踏まえ町田市地域活動サポートオフィスでは、以下のビジョン（目指す姿）とミッ

ション（役割・使命）、バリューを掲げます。 

 

ビジョン  まちの困りごとにみんなが楽しく取り組み、自分らしくいられる「まちだ」づくり 

ミッション ビジョン実現に向けた 4つの取り組み 

つくる（立ち上げ支援） 組織と事業の担い手の立ち上がりをサポートします 

ささえる（経営支援）  組織と事業の経営をサポートします 

      つなげる（協働支援）  人と組織、組織と組織など多様なつながり 

づくりをサポートします 

かえる（変革支援）   社会の新たなしくみづくりをサポートします 

 バリュー  よき「伴走者」であり、よき「翻訳者」であること 

 

3 事業計画 

2019年度重点実施事項 

事業の初年度となる 2019年度は、以下を重点実施事項として設定します。 

（1）町田市地域活動サポートオフィスの組織基盤の整備、成果目標、中長期事業戦略の策定。 

（2）地域課題の把握、地域で活動する団体、中間支援組織、その他関係組織の現状把握ならびに

関係構築。 

 

 

 



町田市地域活動サポートオフィスの基本事業 

（１）地域活動に関するコーディネート事業 

課題を抱えている市内で活動する団体に対し、相談対応するとともに、潜在的な支援者を自ら

発掘し、課題解決・魅力づくりへと結びつける支援を行っていきます。あわせて、会計や労務

などの専門家による相談会の実施や、地域で行われるイベントへの出展など、地域活動の調整

機能を発揮していきます。 

（２）地域活動に関する情報収集及び発信事業 

各事業を通して市内で活動する団体や地域資源に関する情報を収集し、その内容をまとめた広

報誌の作成を行います。さらに、ウェブサイトやＳＮＳなど、様々な媒体を活用した広報の手

段を模索し、定期的に地域活動や本事業に関する情報を発信していきます。 

（３）地域活動を行う組織に対する基盤強化事業 

支援者獲得につなげるための、組織運営・事業組み立ての基礎を学ぶ講座やワークショップ等

を実施します。 

（４）地域活動に関する人材育成事業 

多くの人に地域活動を知る、体験する機会を提供するために、すでに市や他団体が行っている

取組みを集約し、団体の担い手を広げるための人材育成を行います。 

（５）地域活動に関する調査研究事業 

市内で活動する団体について、アンケートやヒアリングなどを通して事業内容・財政状況など

に関する情報を集約したうえで比較・分析を行い、他の団体との連携・協働の可能性や地域活

動団体の活動を拡充するために活用します。 

（６）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

  円滑な業務を行うために、経理業務や労務管理など、遅滞なく適切に執行できるように努めて

いきます。 
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（4）人材育成             

（5）調査研究 

 ヒアリング 

 他組織・近隣地域連携 

 アンケート 

            

 


